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日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
― 日本の『総合的な学習の時間』と中国の『総合実践活動』の比較・考察を通して ―
桑原　敏典　・　周　　星星 *
　本研究は，日中の国際理解教育の歴史的展開と動向を明らかにした上で，現行の国際理解
教育に関する政策を比較・分析することによって，日中の国際理解教育が国の社会的状況か
らいかなる影響を受け，現在どのように展開しているかを明らかにしようとするものである。
その際，日本の場合には，現行の学習指導要領の「総合的な学習・探究の時間編」を手がか
りとし，中国の場合には，現行の2017年版の「中小学総合実践活动指導綱要」を手がかり
とする。分析の結果，以下のことが明らかになった。１）歴史から見れば，両国における国
際理解教育の発展は自国の国情に応じた理念を模索する時期を含み，その後，グローバル化
が進展する現在，グローバル社会が直面している諸問題と自国の状況をふまえて，独自の国
際理解教育を行うことが要求されていること。２）日本における『総合的な学習・探究の時
間』に比べると中国における『総合実践活動』は，国民意識育成に重点をおき国際理解教育
が行われていること。
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Ⅰ．はじめに－問題の所在－
１．国際理解教育の目的をめぐる矛盾
　グローバル化の進展に伴い，世界各地で国際理解
教育が行われるようになった。中国と日本において
もそれは同様であるが，それぞれの歴史的社会的背
景により，その展開の仕方には違いが見られ，研究
にも異なった特質が見られる。日本の国際理解教育
においては，ユネスコ憲章が強い影響を与えてきた
と言われている。一方，中国では，教育の国際化と
いう目標の下で，ユネスコの理念を意識し，国際社
会への責任を重視した考え方と，文化理解に重点を
おき国家の発展に寄与する人材の養成をめざす考え
方に基づいて構想されてきた。このような状況を踏
まえて，本研究は以下の二つの問題意識を中心に論
じたい。第一は，日中の国際理解教育が，それぞれ
の国の社会的状況からいかなる影響を受けてきたか
ということである。第二は，両国において，現在，
国際理解教育はいかに展開されているかということ
である。
　第一の問題意識については，両国における国際理
解教育を歴史的に捉えていく必要がある。本稿では，
中国の研究者の姜英敏（2017）の論をふまえてこの
点を検討する1）。姜は国際理解教育における「グロー
バル市民」と「国民」との矛盾関係について，以下
三つの問いを提起した2）。
①グローバル市民育成は国民の育成に悪影響を与え
ているのか
②ユネスコの国際理解教育に関する理念は合理的か
どうか
③グローバル社会の一員として備えるべき能力は何
か
　姜は，以上の三つの問いに対する両国の捉え方は，
日中両国の国際理解教育に強い影響をもたらしたと
主張している。姜の論をふまえ，日中両国の国際理
解教育の歴史的展開を検討し，両国における国際理
岡山大学大学院教育学研究科　社会・言語教育学系　700−8530　岡山市北区津島中３−１−１
*岡山大学大学院教育学研究科（研究生）
Japan-China Comparative Study on Trends and Characteristics of International Understanding Education
Toshinori KUWABARA and Xingxing, ZHOU*
Division of Social Studies and Language Education, Graduate School of Education, Okayama University, 3-1-1 
Tsushima-naka, Kita-ku, Okayama 700-8530
*Graduate School of Education (Research student) Okayama University
片山　美香　・　西村（中川）　華那
− 12 −
知見を深めることが課題である。
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解教育の「グローバル市民」と「国民」との矛盾関
係を明らかにする。
２．日中両国の国際理解教育の現状の比較
　第二の問題意識について，本研究では2000年か
ら日本で実施されてきた『総合的な学習・探究の時
間』と，2005年から中国で実施され始めた『総合
実践活動』を比較する。両者を比較する意義につい
ては，以下のように考えている。
①役割－ねらいとしての国際理解教育－
　1996年の中央教育審議会答申『21世紀を展望し
た我が国の教育の在り方について』の「第３部第２
章　国際化と教育」の柱の一つに「国際理解教育の
充実」ということが述べられている。答申では，国
際理解教育に関して次のように述べられている3）。
　国際理解教育は，各教科，道徳，特別活動などの
いずれを問わず推進されるべきものであり，…（中
略）…この教育（国際理解教育）を実りのあるもの
にするためには，単に知識理解にとどめることなく，
体験的な学習や課題学習などをふんだんに取り入れ
て，実践的な態度や資質，能力を育成していく必要
がある。…（中略）…指導の在り方としては，国際
理解教育が総合的な教育活動であることを踏まえ
て，…（中略）…「総合的な学習の時間」を活用し
た取組も考えられよう。
　したがって，日本における国際理解教育は，『総
合的な学習の時間』を活用しながら，展開してきた
と言える。
　それに対して，中国における『総合実践活動』は
集中型の国際理解教育として位置づけられる。中国
における国際理解教育は国内の複雑な状況に左右さ
れてきた。国土が広く，経済的・社会的発展のレベ
ルが地域によって大きく異なり，グローバル化への
取り組みにも地域差が大きい中国では，政府と民間
の意思疎通の困難さ，中央と地方の考え方の違い，
沿岸部と内陸部，さらに西部間に見られる地域格差，
政策と実践の間に生じるギャップなどの影響を受け
て，国際理解教育の状況には大きな違いが見られる。
ここでは，蔡秋英（2010）の「三つの形態」という
論を参考にしたい4）。1978年「改革開放」政策の進展，
1990年代市場経済の急速な発展，グローバル化の
発展などの影響で，1990年代頃から，「国際意識」，「平
和と共生」，「文化理解」，「国際貢献」などの概念が
学校のカリキュラムに登場した。また，1990年代
から「応試教育」から「素質教育」への転換という
教育改革が始まり，それにつれて，現在では主に三
つの形態で国際理解教育が行われていると蔡は主張
している。
　蔡は「第一の形態は，既存の教科，特に社会系教
育や外国語などの中で，教科目標の一部として国際
理解教育の内容を導入した，いわゆる『浸透教育』
の形で行われている「発散型」の国際理解教育であ
る」と述べている5）。このような「発散型」の国際
理解教育は，現在，学校で国際理解教育を行う際の
主流となっている。続いて，蔡は，「第二の形態は，
2001年の基礎教育課程改革によって，子どもたち
の活動や体験を重視する領域として小学校３学年か
ら高校３学年まで新設された『総合実践活動』の中
で行われている「集中型」の国際理解教育である」
と述べている6）。『総合実践活動』には，個人の生活，
自然環境問題，社会問題及びその歴史と現実，伝統
文化，地球的課題などの内容が含まれている。また，
学生自身の問題に対する探究・考察と，体験を重ん
じている。最後に，蔡は，「第三の形態は，地方や
学校の中で国際理解教育関連のカリキュラムを開発
し，更に「国際理解」という教科を新設して行われ
ている「特殊型」の国際理解教育」である」と述べ
ている7）。これは，全国の小中学校のカリキュラム
を国家カリキュラム，地方カリキュラム，学校カリ
キュラムに分け，地方と学校に該当地域の状況を応
じたカリキュラムを設定する国際理解教育の方法で
ある。
　このように，『総合実践活動』は中国の国際理解
教育にとって重要な教育活動である。以上のことか
ら，国際理解教育の実際の展開を検討するうえで，
日本における『総合的な学習の時間』と，中国にお
ける『総合実践活動』を比較することは意義がある
と言えるだろう。
②方法－「主体性重視」「問題解決能力重視」「実践
重視」の学際的活動－
　日本の『総合的な学習の時間』と，中国の『総合
実践活動』の両者ともに，学際的な性格を持ってお
り，実践を通して学ぶことや，社会参加を通して学
ぶこと，実際の問題を分析し解決することを重視し
ている。教科横断的な知識が含まれており，特定の
科目の知識の体系的な習得を目指しているわけでは
ない。学習者の実際の生活から生じる発達段階に応
じたニーズから学習が始まり，活動のテーマを選択
して決定し，目的を達成するために学習計画を学習
者自らが設定するようなプロセスである。そのため，
学習方法としては，実践と探究を主な学習活動とし
て位置づけている。
　このように，『総合的な学習の時間』においても，
『総合実践活動』においても，主体的な実践活動を
通して，学習者の主体的な問題発見や問題解決能力
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の育成が重視されている。
③内容－他教科との関連・総合－
　『総合的な学習の時間』と『総合実践活動』の両
者ともに，他教科の目標及び内容との違いに留意し
つつ，他教科で育成すべき資質・能力との関連を重
視している。そのため，様々な領域の知識が取り上
げられており，実践的な問題の分析を通して，学習
者がテーマに関する知識を拡張，統合，改善できる
ようになっている。さらに，新たに発見した問題を
関連する教科でより詳細に分析させている。
　以上の三点をふまえると，日本の『総合的な学習・
探究の時間』と中国の『総合実践活動』を比較する
ことで，両国の国際理解教育の現状と特質を把握す
ることは可能であると言える。
Ⅱ．姜英敏のグローバル市民教育論の検討
１ .「民族国家」に対する脅威としてのグローバル
市民育成論
　本節では，「グローバル市民育成は国民の育成に
悪影響を与えているのか」という問いに対する姜英
敏の論を検討する。近代以来，国家の領土，経済と
市場，言語と国民意識を基礎とした「民族国家」は
現代国家の存在形態の主流となっていた。しかし，
21世紀に入り，グローバル化の進展に伴い，グロー
バル社会と人類との共同利益を立脚点として，国家
利益を超えて判断や行動をすることが求められるよ
うになった。そのため，グローバルな視野と人類に
共通する理念に基づいて，公正かつ公平なグローバ
ル社会に生きる市民の育成が教育に期待されてい
る。姜はこのような要求は「民族国家」への脅威に
なると主張している8）。姜は，グローバル市民と国
民という二つの概念が，統一的な言語と，国家意識
の育成という教育使命を担った公共教育システムが
共存する場合，不調和が生じると主張している9）。
中国の学者王卓君（2013）は，国家意識が「制度意
識」，「利益意識」，「文化意識」，「非国家共同体意識」
といった四つの要素を含んでいると主張した10）。ま
た，グローバル時代の「非国家共同体意識」が「国
家意識」の理念と合致しない場合，前者が後者の役
割を解消することに警鐘を鳴らす必要があると主張
している11）。それは，例えば，二重国籍，亜国家公
民（連邦公民），超国家公民（欧州連合公民），「世
界公民」などの身分である。したがって，こういっ
た身分をどのように定義するかは，民族国家の存続
に関わる重要な課題だと姜は主張している12）。
２．ユネスコ理念のローカル化過程で生じた矛盾
　本節では「ユネスコの国際理解教育に関する理念
は合理的かどうか」について，姜の論稿をふまえて，
論じたい。姜の研究では，ユネスコにおける国際理
解教育の展開を，四つの段階に分けて捉えていた13）。
第一段階は1946年から1974年である。この時期には，
1946年のユネスコの第一回大会で「国際理解教育」
の概念が定義され，各民族と各国家間の相互理解が
目標とされるようになった。第二段階は，1974年
から1990年である。この時期の理念は，1974年の
第18回大会の『国際理解，国際協力及び国際平和
のための教育並びに人権及び基本的自由についての
教育に関する勧告』を中心として，若者に対するグ
ローバルな視野と責任感の育成が求められた。第三
段階は，1990年から2005年である。1990年の『世
界全民教育宣言』と，1994年の『平和・人権・民
主主義のための教育に関する宣言』の発表を中心と
して，平和，人権，民主などの理念が主流となった。
第四段階は，2005年から現在までである。2005年
の『国連持続可能な開発のための教育の10年』計
画を中心として，人類に共通する使命に着目し，世
界の持続的な発展を理念とする国際理解教育が提唱
された。全ての段階を通して，人権，民主主義，持
続可能な開発，異文化間理解などの理念が貫かれて
いる。世界平和を基礎としてグローバル市民育成を
目指し，人々が国家と民族の枠を超えた価値観を実
践していくことが提唱されてきた。以上の経緯をふ
まえて，姜はユネスコの教育理念が超国家意識と国
家意識との関係を捉えきれていなかったと指摘して
いる14）。その原因は，ユネスコが国際組織であるた
め，国家主権と同等の力を持っていないことにある
と姜は指摘している15）。実際，各国で国際理解教育
が地域に浸透していくプロセスの中で，ユネスコの
理念と勧告が現実と乖離し，必ずしも当初の意味通
りには解釈されなくなっていくということが各地で
見られるようになった。日中両国は，ユネスコの加
盟国ではあるが，上記のような複雑な状況の下で，
自国の独自の国際理解教育を展開してきたのである。
３．競争と協力との矛盾関係
　次に，「グローバル社会の一員として備えるべき
能力とは何か」という質問について，姜の論稿を手
掛かりに検討していきたい。姜は，各国における国
際理解教育の現状から考えると，国際理解教育は，
世界に対する競争力の育成に重点を置いて行われて
きたと述べている16）。しかし，地球という運命共同
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解教育の「グローバル市民」と「国民」との矛盾関
係を明らかにする。
２．日中両国の国際理解教育の現状の比較
　第二の問題意識について，本研究では2000年か
ら日本で実施されてきた『総合的な学習・探究の時
間』と，2005年から中国で実施され始めた『総合
実践活動』を比較する。両者を比較する意義につい
ては，以下のように考えている。
①役割－ねらいとしての国際理解教育－
　1996年の中央教育審議会答申『21世紀を展望し
た我が国の教育の在り方について』の「第３部第２
章　国際化と教育」の柱の一つに「国際理解教育の
充実」ということが述べられている。答申では，国
際理解教育に関して次のように述べられている3）。
　国際理解教育は，各教科，道徳，特別活動などの
いずれを問わず推進されるべきものであり，…（中
略）…この教育（国際理解教育）を実りのあるもの
にするためには，単に知識理解にとどめることなく，
体験的な学習や課題学習などをふんだんに取り入れ
て，実践的な態度や資質，能力を育成していく必要
がある。…（中略）…指導の在り方としては，国際
理解教育が総合的な教育活動であることを踏まえ
て，…（中略）…「総合的な学習の時間」を活用し
た取組も考えられよう。
　したがって，日本における国際理解教育は，『総
合的な学習の時間』を活用しながら，展開してきた
と言える。
　それに対して，中国における『総合実践活動』は
集中型の国際理解教育として位置づけられる。中国
における国際理解教育は国内の複雑な状況に左右さ
れてきた。国土が広く，経済的・社会的発展のレベ
ルが地域によって大きく異なり，グローバル化への
取り組みにも地域差が大きい中国では，政府と民間
の意思疎通の困難さ，中央と地方の考え方の違い，
沿岸部と内陸部，さらに西部間に見られる地域格差，
政策と実践の間に生じるギャップなどの影響を受け
て，国際理解教育の状況には大きな違いが見られる。
ここでは，蔡秋英（2010）の「三つの形態」という
論を参考にしたい4）。1978年「改革開放」政策の進展，
1990年代市場経済の急速な発展，グローバル化の
発展などの影響で，1990年代頃から，「国際意識」，「平
和と共生」，「文化理解」，「国際貢献」などの概念が
学校のカリキュラムに登場した。また，1990年代
から「応試教育」から「素質教育」への転換という
教育改革が始まり，それにつれて，現在では主に三
つの形態で国際理解教育が行われていると蔡は主張
している。
　蔡は「第一の形態は，既存の教科，特に社会系教
育や外国語などの中で，教科目標の一部として国際
理解教育の内容を導入した，いわゆる『浸透教育』
の形で行われている「発散型」の国際理解教育であ
る」と述べている5）。このような「発散型」の国際
理解教育は，現在，学校で国際理解教育を行う際の
主流となっている。続いて，蔡は，「第二の形態は，
2001年の基礎教育課程改革によって，子どもたち
の活動や体験を重視する領域として小学校３学年か
ら高校３学年まで新設された『総合実践活動』の中
で行われている「集中型」の国際理解教育である」
と述べている6）。『総合実践活動』には，個人の生活，
自然環境問題，社会問題及びその歴史と現実，伝統
文化，地球的課題などの内容が含まれている。また，
学生自身の問題に対する探究・考察と，体験を重ん
じている。最後に，蔡は，「第三の形態は，地方や
学校の中で国際理解教育関連のカリキュラムを開発
し，更に「国際理解」という教科を新設して行われ
ている「特殊型」の国際理解教育」である」と述べ
ている7）。これは，全国の小中学校のカリキュラム
を国家カリキュラム，地方カリキュラム，学校カリ
キュラムに分け，地方と学校に該当地域の状況を応
じたカリキュラムを設定する国際理解教育の方法で
ある。
　このように，『総合実践活動』は中国の国際理解
教育にとって重要な教育活動である。以上のことか
ら，国際理解教育の実際の展開を検討するうえで，
日本における『総合的な学習の時間』と，中国にお
ける『総合実践活動』を比較することは意義がある
と言えるだろう。
②方法－「主体性重視」「問題解決能力重視」「実践
重視」の学際的活動－
　日本の『総合的な学習の時間』と，中国の『総合
実践活動』の両者ともに，学際的な性格を持ってお
り，実践を通して学ぶことや，社会参加を通して学
ぶこと，実際の問題を分析し解決することを重視し
ている。教科横断的な知識が含まれており，特定の
科目の知識の体系的な習得を目指しているわけでは
ない。学習者の実際の生活から生じる発達段階に応
じたニーズから学習が始まり，活動のテーマを選択
して決定し，目的を達成するために学習計画を学習
者自らが設定するようなプロセスである。そのため，
学習方法としては，実践と探究を主な学習活動とし
て位置づけている。
　このように，『総合的な学習の時間』においても，
『総合実践活動』においても，主体的な実践活動を
通して，学習者の主体的な問題発見や問題解決能力
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体のメンバーとして，グローバル市民には競争より
も，協力，共生，責任などの意識が求められるので
はないだろうか。このような矛盾は，国際理解教育
の実施過程で無視できない課題であると姜は主張し
ている17）。
Ⅲ ．日本における国際理解教育の歴史的展開－日本
における国際理解教育の四つの段階－
　本研究では，姜の論稿を踏まえて，日本における
国際理解教育政策の歴史的展開について，1946年か
ら現在までを，主に４つの段階を分け分析を行う18）。
１ ．平和希望による国際理解教育の高揚期（1946
年～ 1960年代初期）
　第１段階は，1946年から1960年代初期までの「平
和希望による国際理解教育の高揚期」である。この
時期の日本における国際理解教育はユネスコの理念
に沿って行われてきたと，姜は述べている19）。初期
の日本における国際理解教育の目的は，民間組織立
場では，敗戦後の占領下日本における平和的な文化
国家建設であったが，政府の立場からは，できるだ
け早い時期での国際社会復帰であった。具体的には，
1950年代から60年代半ばにかけて，ユネスコ日本
委員会に支援され，ユネスコ協同学校を中心に「国
際理解教育が行われていた。一方，一般の学校を対
象とした国際理解教育の実施が僅かであった状況を
改善するために，1958年と1960年に，中学校と高
校の学習指導要領に国際理解教育に関する内容を加
えられ，一般の学校においても通常の教育課程で国
際理解教育を実施しやすくなった。教育内容から見
ると，50年代前半では，ユネスコで「世界人権宣言」，
「他国理解」，「女性の権利」などの内容が研究主題
として定められていたため，日本もその影響を受け
て，人権教育を重視していた。そのため，人権意識
の向上，在日朝鮮人への偏見の除去，女性の権利と
社会地位の尊重などの内容が取り上げられた。1956
年から，ユネスコの研究主題が，「他国理解」に移
行するにつれて，日本も「他国理解」を自国の国際
理解教育の重要な内容として取り上げるようになっ
た。このように，この時期の日本における国際理解
教育は人権教育，他国理解などのような「国際意識」
を重視しつつ展開されていたのである。
２ ．冷戦による国際理解教育の低迷期（1960年代
初期～ 1974年）
　第２段階は，60年代初期から1974年までの「冷
戦による国際理解教育の低迷期」である20）。この時
期の日本における国際理解教育は，当初の「平和教
育」重視から，自国の政治的立場とイデオロギーの
対立に関する内容の重視へと変化していった。日本
経済は高度成長期に入り，国内の民族主義思想が高
まり，政府による教育への干渉が強まった。国際的
地位を確立したことにより，日本人としての自覚の
育成が一層重要となっていたため，主権国家として
どのような国民を育成すべきかということに重点が
おかれるようになった。
　このように，日本における国際理解教育は「平和
教育」と「民族主義」の矛盾の間で，徐々に国家の
利益を優先とする国際協力に関する活動に変革して
いったと姜は述べている21）。したがって，この時期
の日本における国際理解教育は，冷戦の影響を受け，
「国民意識」が強調されるようになった時期である
と言えるだろう。
３ ．内なる国際化による内需型の国際理解教育
（1974年～ 2000年）
　第３段階は，1974年から2000年までの「内なる
国際化による内需型の国際理解教育」である22）。姜
によると，この時期の国際理解教育は，世界平和の
実現，国際意識の育成をねらいとするユネスコの国
際理解教育理念から，国際化の発展に対応するため
の「内需型の国際理解教育」へと変化していった23）。
この時期については，姜の「内需型の国際理解教育」
という評価と同様の見方が日本の研究者からも示さ
れており，「日本の国際理解教育の国際的孤立と内
向化」，「日本型国際理解教育」と言われている24）。
1974年，ユネスコでは国際理解教育に関する勧告「国
際理解，国際協力及び国際平和のための教育並びに
人権及び基本的自由についての教育に関する勧告」
が採択された。勧告の発表後，日本では「世界の中
の日本人」を育成するという理念が示され，「外国
教育」，「国際交流」，「帰国子女教育」などを主眼と
して，ユネスコ協同学校を中心に，国際化がもたら
した国内の諸問題へ対応するための国際理解教育が
行われるようになった。1985年から1987年にかけて，
臨時教育審議会答申『教育改革に関する答申』（第
１次～第４次）では，教育改革の柱の一つとして「国
際化に対応した教育の推進」が示された。つまり，
この時期の日本における国際理解教育は，ユネスコ
の国際理解教育の理念と乖離し，日本独自の方向性
を追求していたのである。このことは，この時期に
おいても，日本における国際理解教育に「国際意識」
の育成と「国民意識」の育成との間に矛盾が生じて
日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
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いたということを意味している。
４ ．価値多元化による国際理解教育の変革期（2000
年～現在）
　第４段階は，2000年から今までの「価値多元化
による国際理解教育の変革期」である。この時期は
グローバル化と多元化社会という背景のもとで，国
際理解教育に変革が訪れた時期だと姜は主張してい
る25）。1950年代や1960年代のようにユネスコと連
携して教育を行ってきたのとは異なり，その後は，
日本独自の国際理解教育が展開されてきた。そして，
第4段階において，具体的には，主に環境問題を取
り上げて国際理解教育が実施されており，ユネスコ
の「グローバル市民」の理念と合致していないと姜
は指摘している26）。また，この時期の国際理解教育
はグローバル化の影響のもとで展開している。「日
本人としての自覚」という理念を中心として，国際
社会で生きるための資質と能力を有する子どもの育
成が重視されていた。自国の歴史と文化を理解する
うえで，より広い範囲の異文化を理解し，異文化を
もっている人々と共存する資質の能力の育成が目標
とされ，そのもとで国際理解教育を行うべきである
と言われていた。このように，この段階では，「国
際社会で生きる日本人」の育成を目標として，国際
理解教育は国民教育の枠の中で行われてきたのであ
る。また，姜によると，この時期の国際理解教育は
価値多元化社会における国際理解教育でもある27）。
この時期，日本国内の多元化と世界のグローバル化
が進み，「内需型の国際理解教育」は変容しつつあっ
た。政府の教育政策から見れば，持続可能な教育が
一層重視されるようになった。このような価値多元
化社会において，ユネスコの国際理解教育の理念を
尊重しつつ，「国際社会の中の日本人を育てる」と
いう目標を並立させて国際理解教育を行われてき
た。このような価値の多元化により，日本では多様
な教育主体によって教育目標と内容が設定され，小
中学校で国際理解教育の実践が行われた。そのため，
その理念は一層多様化した。価値多元化の下での国
際理解教育の多様化は，今後も一層進んでいくであ
ろう。
Ⅳ ．中国の国際理解教育の歴史的展開－中国の国際
理解教育に影響を与えた三つの要因－
　姜の論稿をふまえ，本研究では，中国における国
際理解教育の発展を規定する要因を三点あげること
にした。それは，1978年の「改革開放」政策の影響，
「教育の国際化」を背景とする国際競争意識育成の
重視，「共生」理念の登場である。これらが中国に
おける国際理解教育の展開に大きく影響を与えた。
１ ．「改革開放」の影響―中国における国際理解教
育の萌芽期（1978年から2010年頃）
　1978年，中国の改革開放政策の発表は，国際理
解教育を行うきっかけとなったが，90年代まで，
国際理解教育理念は，中国では一般的には知られて
いなかった。1990年代からの「改革開放の拡大」
の影響のもとで，1993年に中国教育部により発表
された『中国教育改革と発展の概要』では，以下の
ような内容が発表された。
　「教育の開放を広げ，国際教育に関する交流と合
作を広げ，世界各国の教育に関する経験から学ぶ。
外国への留学者は国の財産として認め，留学者に対
する重視と信頼を与える。「留学を促し，帰国を奨
励し，出入り自由」の方針に従い，留学生の派遣を
拡大し，留学生は外国での学習と研究を支持し，帰
国を奨励し，様々な領域で中国の社会主義の現代化
建設に貢献するように促す。また，來華留学生の募
集と管理方法を改革し，我が国と外国の大学での交
流と合作を促し，外国の学校または研究者と協力し，
共同的に人材を育成し，科学研究を続け，外国人に
対する中国語教育を促す。」
　このような政策の影響で，海外への留学と中国へ
の留学生の受け入れは当時の重要な政策であった。
1995年，共産党第14回五中全会での「改革開放を
拡大し，市場経済を発展させる」政策の発表は，中
国の教育が国際社会に目を向ける契機となり，国際
理解教育を中国へ導入する重要な要因となった。そ
の時から，北京と上海などの地域では，国際理解教
育に関する実践が盛んに取り組まれ，それに関する
理論研究が多く報告されるようになった。しかし，
この時期の国際理解教育は外国文化を理解するとこ
ろにとどまり，更なる発展がなされなかった。
　21世紀に入ると，グローバル化がもたらした人
口の流動が急に激しくなった。特に，2001年の
WTO加盟後，中国は国際社会での影響力が一層強
増した。そのため，人材育成に関しては，異文化コ
ミュニケーション能力をもつ人材を育成することが
当時の学校教育に対して，新たに要求されるように
なった。この時期以来，沿岸部の都市は内陸部の都
市より早く国際理解教育推進の役割を認識し始め，
積極的に実践学校を選定し実践を行ってきた。しか
し，その時の国際理解教育は研究者が選定した学校
に限定され，広く各地の一般学校で実践されること
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体のメンバーとして，グローバル市民には競争より
も，協力，共生，責任などの意識が求められるので
はないだろうか。このような矛盾は，国際理解教育
の実施過程で無視できない課題であると姜は主張し
ている17）。
Ⅲ ．日本における国際理解教育の歴史的展開－日本
における国際理解教育の四つの段階－
　本研究では，姜の論稿を踏まえて，日本における
国際理解教育政策の歴史的展開について，1946年か
ら現在までを，主に４つの段階を分け分析を行う18）。
１ ．平和希望による国際理解教育の高揚期（1946
年～ 1960年代初期）
　第１段階は，1946年から1960年代初期までの「平
和希望による国際理解教育の高揚期」である。この
時期の日本における国際理解教育はユネスコの理念
に沿って行われてきたと，姜は述べている19）。初期
の日本における国際理解教育の目的は，民間組織立
場では，敗戦後の占領下日本における平和的な文化
国家建設であったが，政府の立場からは，できるだ
け早い時期での国際社会復帰であった。具体的には，
1950年代から60年代半ばにかけて，ユネスコ日本
委員会に支援され，ユネスコ協同学校を中心に「国
際理解教育が行われていた。一方，一般の学校を対
象とした国際理解教育の実施が僅かであった状況を
改善するために，1958年と1960年に，中学校と高
校の学習指導要領に国際理解教育に関する内容を加
えられ，一般の学校においても通常の教育課程で国
際理解教育を実施しやすくなった。教育内容から見
ると，50年代前半では，ユネスコで「世界人権宣言」，
「他国理解」，「女性の権利」などの内容が研究主題
として定められていたため，日本もその影響を受け
て，人権教育を重視していた。そのため，人権意識
の向上，在日朝鮮人への偏見の除去，女性の権利と
社会地位の尊重などの内容が取り上げられた。1956
年から，ユネスコの研究主題が，「他国理解」に移
行するにつれて，日本も「他国理解」を自国の国際
理解教育の重要な内容として取り上げるようになっ
た。このように，この時期の日本における国際理解
教育は人権教育，他国理解などのような「国際意識」
を重視しつつ展開されていたのである。
２ ．冷戦による国際理解教育の低迷期（1960年代
初期～ 1974年）
　第２段階は，60年代初期から1974年までの「冷
戦による国際理解教育の低迷期」である20）。この時
期の日本における国際理解教育は，当初の「平和教
育」重視から，自国の政治的立場とイデオロギーの
対立に関する内容の重視へと変化していった。日本
経済は高度成長期に入り，国内の民族主義思想が高
まり，政府による教育への干渉が強まった。国際的
地位を確立したことにより，日本人としての自覚の
育成が一層重要となっていたため，主権国家として
どのような国民を育成すべきかということに重点が
おかれるようになった。
　このように，日本における国際理解教育は「平和
教育」と「民族主義」の矛盾の間で，徐々に国家の
利益を優先とする国際協力に関する活動に変革して
いったと姜は述べている21）。したがって，この時期
の日本における国際理解教育は，冷戦の影響を受け，
「国民意識」が強調されるようになった時期である
と言えるだろう。
３ ．内なる国際化による内需型の国際理解教育
（1974年～ 2000年）
　第３段階は，1974年から2000年までの「内なる
国際化による内需型の国際理解教育」である22）。姜
によると，この時期の国際理解教育は，世界平和の
実現，国際意識の育成をねらいとするユネスコの国
際理解教育理念から，国際化の発展に対応するため
の「内需型の国際理解教育」へと変化していった23）。
この時期については，姜の「内需型の国際理解教育」
という評価と同様の見方が日本の研究者からも示さ
れており，「日本の国際理解教育の国際的孤立と内
向化」，「日本型国際理解教育」と言われている24）。
1974年，ユネスコでは国際理解教育に関する勧告「国
際理解，国際協力及び国際平和のための教育並びに
人権及び基本的自由についての教育に関する勧告」
が採択された。勧告の発表後，日本では「世界の中
の日本人」を育成するという理念が示され，「外国
教育」，「国際交流」，「帰国子女教育」などを主眼と
して，ユネスコ協同学校を中心に，国際化がもたら
した国内の諸問題へ対応するための国際理解教育が
行われるようになった。1985年から1987年にかけて，
臨時教育審議会答申『教育改革に関する答申』（第
１次～第４次）では，教育改革の柱の一つとして「国
際化に対応した教育の推進」が示された。つまり，
この時期の日本における国際理解教育は，ユネスコ
の国際理解教育の理念と乖離し，日本独自の方向性
を追求していたのである。このことは，この時期に
おいても，日本における国際理解教育に「国際意識」
の育成と「国民意識」の育成との間に矛盾が生じて
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はなかった。
２ ．「教育の国際化」を背景とする国際競争意識育
成の重視（2010年～今）
　2010年，政府が発表した『国家中長期教育改革と
発展計画要綱（2010 ～ 2020）』（以下『要綱』と略
称する）では，国際理解教育を全面的に実施する方
針が明らかにされた。『要綱』では，国際理解教育
に関する内容について次のように述べられている。
　「国際化に直面し，他国の国際理解教育に関する
先進的な理念と経験を借りて，我が国の教育改革と
発展を促し，我が国の国際地位，影響力と競争力を
高める。国家の対外開放政策に応じて，国際視野を
もち，国際ルールを知り，国際事務と国際競争を参
与できるような国際人材の育成をめざす教育が期待
されている。」
　つまり，この時期の国際理解教育はグローバル時
代の国家への期待にそって，国際型の人材の育成を
めざす教育であると言える。このような政府の方針
は，地方の教育政策に大きく影響を与えた。特に，
北京，上海，広州，杭州など沿岸部の都市では，実
践校を選定し，積極的に国際理解教育に関する教育
実践が行われていた。しかし，この時期の国際理解
教育は依然として，「文化理解」に留まる特徴が見
られた。
３ ．共生の理念の登場ー中国における国際理解教育
のたな模索
　この節では，現在の，国際理解教育に関する新た
な研究を取り上げたい。中国における国際理解教育
の発展の特徴をふまえて，姜は国際理解教育の構造
を提案した28）。姜は，「グローバル時代における共
生の人を育成する」という前提で，国際理解教育を
行うべきであり，共生の範囲について，グローバル，
国家，地域，自然という四つのカテゴリーの中で教
育の内容を選定すべきであると主張した。学習者の
グローバル社会，国家，地球，自然の一員として備
えるべき知識，能力，態度などの育成が目指された。
そして，グローバル時代における人と人，人と自然
との相互依存性に注目し，人類が直面している諸問
題を考え，国民としての責任を実感し，グローバル
化がもたらした国内問題への解決に努めようとする
意識などを育成することを目標としていた。さらに，
学習者の持続可能な世界と持続可能な国家の発展へ
貢献しようとする意識を育成しようとした。
　具体的に，「グローバル社会の一員」を育成する
ことについては，学習者のグローバルな視野と責任
感を育み，人類が直面している諸問題に関心を寄せ，
主体的に，積極的に国際活動へ参加する能力と態度
を育成すると述べている。「国家の一員」を育成す
ることについては，グローバル化がもたらした国内
の諸課題に対する学習者の関心を喚起し，それらの
問題を解決する能力の育成が期待されている。さら
に，複雑な国内外の情勢をふまえ，国家意識と国民
意識を明確に形成することを目指している。「地域
の一員」を育成することについては，地域と世界と
のつながりを学習者に感じさせ，常に身近な事象を
ふまえつつ，世界に目を向ける姿勢と態度の育成を
目指している。「自然の一員」を育成することにつ
いては，地球上の環境が脅威に直面していることに
気付き，人と自然，人と人がどのように持続可能な
発展を求めていくかについて考えさせようとしてい
る。以上述べた四つの共生のカテゴリーを国際理解
教育の課程に取り入れ，具体化すると，以下表１の
ようになる。
表１ 　姜が提案した中国における国際理解教育の内
容構成 29）
１ ２ ３ ４
グローバル
社会の一員
グローバル
的な衝突を
解決する
異文化理解 グローバル
責任意識
世界平和
国家の一員 グローバル
化の影響力
各民族の文
化理解
公民責任 国家的アイ
デ ン テ ィ
ティ
地域の一員 ふるさとと
世界とのつ
ながり
社会参加 社会安全 地域に暮ら
す外国人・
外来人との
共生
自然の一員 環境 生物の多様
性
自然への敬
意
人と自然と
の共生
　以上のように，姜はグローバル化の進行，環境問
題など地球全体の問題に立脚しつつ，国家的なアイ
デンティティ，多民族国家という中国の国情にふさ
わしい国際理解教育の内容を提案している。また，
地域と自然という二つのカテゴリーの提案につい
て，多層的に共生に関する課題を学習者に考えさせ
ることを通して，国家市民とグローバル市民育成の
間のバランスを図り，文化理解に留まる国際理解教
育の限界を超えるような意図を持つ教育を構想して
いたと言える。
Ⅴ ．日本における『総合的な学習の時間』と中国に
おける『総合実践活動』との比較
　本研究では，日本における学習指導要領（平成
日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
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29年（2017年）改訂版）の「総合的な学習の時間編」，
「総合的な探究の時間編」と中国における「中小学
総合実践活动指導綱要」（2017年改訂版）との比較・
分析を通して，それぞれの目標原理と内容構成原理
を明らかにする。
１ ．日本における『総合的な学習の時間』－「世界
の中で生きていくための市民意識と能力をめざす
国際理解教育」－
　国際理解教育は，各教科の中でも行われているが，
小中学校では『総合的な学習の時間』，高校では『総
合的な探究の時間』に主に位置づけられている。『総
合的な学習の時間』は，小学校・中学校では平成
14年度（2002）から本格的に実施され，高等学校
では平成15年度（2003年）の入学生から順次実施
となった。『総合的な学習の時間』の目標とされる「自
己の可能性を伸ばす」，「学び方を学ぶ」といった教
育全般のもつ根源的な目標以外に，国際理解教育に
こそ求められる独自の目標が設定されるべきだと大
津は主張している。本節では，大津和子の国際理解
教育の目標に関する理論30）（表２）を分析の視点と
する。
（１ ）『総合的な学習・探究の時間』の目標原理－「体
験的な学習から課題解決能力の育成と自己の在
り方の認識をめざす国際理解教育」－
　平成29年に改訂された学習指導要領（『総合的な
学習の時間』・『総合的な探究の時間』）の目標の整
理は表３に示しているようになる。総目標の（１）
と（２）に示されているように，「問題発見」，「情
報収集」，「主体的に探究する精神」，「問題解決」，「新
たな価値を創造する」などを目標として，「よりよ
く課題を解決し，自己の生き方を考えていく」とさ
れている。このように，学習者の主体的な探究に関
連する諸能力の育成に着目し，よりよい社会を実現
しようとする態度の育成等を目標として設定されて
いる。この点については，大津の主張するの技能目
標の問題解決能力と一致している。
　次に，総目標の（３）では，協働を強調し，他者
と協働的に学習する態度を育てることが求められて
いる。他者との協働的な取り組みの中で，互いの資
質・能力を認め合い，相互に生かし合う関係が期待
されている。この点は大津論の態度目標での参加・
協力と共通していると言えよう。
　また，資質・能力目標の③「学びに向かう力・人
間性」の項目では，社会・世界と関わり，よりよい
人生を送ることが期待されている。具体的に，文部
科学省は次のように説明している。
　　・ 主体的に学習に取り組む態度も含めた学びに
向かう力や，自己の感情や行動を統制する能
力，自らの思考のプロセスなどを客観的に捉
える力など，いわゆる「メタ認知」に関する
もの。
　　・ 多様性を尊重する態度とお互いのよさを生か
表３　平成29年版学習指導要領（「総合的な学習の時間編」・「総合的な探究の時間編」）の目標の整理
小・中学校『総合的な学習の時間』 高等学校『総合的な探究の時間』
総目標
（１）探究的な学習の過程において，課題の解決
に必要な知識及び技能を身に付け，課題に関わる
概念を形成し，探究的な学習のよさを理解するよ
うにする。
（１）探究の過程において，課題の発見と解決に必要な知識及び技
能を身に付け，課題に関わる概念を形成し，探究の意義や価値を
理解するようにする。
（２）実世界や実生活の中から問いを見いだし，
自分で課題を立て，情報を集め，整理・分析して，
まとめ・表現することができるようにする。
（２）実社会や実生活と自己との関わりから問いを見いだし，自分
で課題を立て，情報を集め，整理・分析して，まとめ・表現する
ことができるようにする。
（３）探究的な学習に主体的・協働的に取り組む
とともに，互いにのよさを活かしながら，積極的
に社会に参画しようとする態度を養う。
（３）探究に主体的・協働的に取り組むとともに，お互いにのよさ
を生かしながら，新たな価値を創造し，よりよい社会を実現しよ
うとする態度を養う。
資質・
能力目
標（に
関する
配慮事
項）
①「知識及び技能」：他教科等及び総合的な学習の時間で習得する知識及び技能が相互に関連付けられ，社会の中で生
きて働くものとして形成されるようにすること。
②「思考力・判断力・表現力」：課題の設定，情報の収集，整理・分析，まとめ・表現等の探究的な学習の過程におい
て発揮され，未知の状況において活用できるものとしてみにつけられるようにすること。
③「学びに向かう力・人間性」：自分自身に関すること及び他者や社会との関わりに関することの両方の視点を踏まえ
ること。
（文部科学省ホームページ：https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1384661.htm平成29・30年改訂　学習指導要領，解説等よ
り周星星作成）
表２　国際理解教育の目標
（大津の論を参考にして筆者作成）
A.知識・理解目標 B. 技能（思考・判断・表現）目標
C. 態度（関心・意
欲）目標
①文化的多様性 ① コ ミ ュ ニ ケ ーション能力
① 人間としての尊
厳
②相互依存 ②問題解決能力 ②寛容・共感
③ 安全・平和・共
生 − ③参加・協力
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はなかった。
２ ．「教育の国際化」を背景とする国際競争意識育
成の重視（2010年～今）
　2010年，政府が発表した『国家中長期教育改革と
発展計画要綱（2010 ～ 2020）』（以下『要綱』と略
称する）では，国際理解教育を全面的に実施する方
針が明らかにされた。『要綱』では，国際理解教育
に関する内容について次のように述べられている。
　「国際化に直面し，他国の国際理解教育に関する
先進的な理念と経験を借りて，我が国の教育改革と
発展を促し，我が国の国際地位，影響力と競争力を
高める。国家の対外開放政策に応じて，国際視野を
もち，国際ルールを知り，国際事務と国際競争を参
与できるような国際人材の育成をめざす教育が期待
されている。」
　つまり，この時期の国際理解教育はグローバル時
代の国家への期待にそって，国際型の人材の育成を
めざす教育であると言える。このような政府の方針
は，地方の教育政策に大きく影響を与えた。特に，
北京，上海，広州，杭州など沿岸部の都市では，実
践校を選定し，積極的に国際理解教育に関する教育
実践が行われていた。しかし，この時期の国際理解
教育は依然として，「文化理解」に留まる特徴が見
られた。
３ ．共生の理念の登場ー中国における国際理解教育
のたな模索
　この節では，現在の，国際理解教育に関する新た
な研究を取り上げたい。中国における国際理解教育
の発展の特徴をふまえて，姜は国際理解教育の構造
を提案した28）。姜は，「グローバル時代における共
生の人を育成する」という前提で，国際理解教育を
行うべきであり，共生の範囲について，グローバル，
国家，地域，自然という四つのカテゴリーの中で教
育の内容を選定すべきであると主張した。学習者の
グローバル社会，国家，地球，自然の一員として備
えるべき知識，能力，態度などの育成が目指された。
そして，グローバル時代における人と人，人と自然
との相互依存性に注目し，人類が直面している諸問
題を考え，国民としての責任を実感し，グローバル
化がもたらした国内問題への解決に努めようとする
意識などを育成することを目標としていた。さらに，
学習者の持続可能な世界と持続可能な国家の発展へ
貢献しようとする意識を育成しようとした。
　具体的に，「グローバル社会の一員」を育成する
ことについては，学習者のグローバルな視野と責任
感を育み，人類が直面している諸問題に関心を寄せ，
主体的に，積極的に国際活動へ参加する能力と態度
を育成すると述べている。「国家の一員」を育成す
ることについては，グローバル化がもたらした国内
の諸課題に対する学習者の関心を喚起し，それらの
問題を解決する能力の育成が期待されている。さら
に，複雑な国内外の情勢をふまえ，国家意識と国民
意識を明確に形成することを目指している。「地域
の一員」を育成することについては，地域と世界と
のつながりを学習者に感じさせ，常に身近な事象を
ふまえつつ，世界に目を向ける姿勢と態度の育成を
目指している。「自然の一員」を育成することにつ
いては，地球上の環境が脅威に直面していることに
気付き，人と自然，人と人がどのように持続可能な
発展を求めていくかについて考えさせようとしてい
る。以上述べた四つの共生のカテゴリーを国際理解
教育の課程に取り入れ，具体化すると，以下表１の
ようになる。
表１ 　姜が提案した中国における国際理解教育の内
容構成 29）
１ ２ ３ ４
グローバル
社会の一員
グローバル
的な衝突を
解決する
異文化理解 グローバル
責任意識
世界平和
国家の一員 グローバル
化の影響力
各民族の文
化理解
公民責任 国家的アイ
デ ン テ ィ
ティ
地域の一員 ふるさとと
世界とのつ
ながり
社会参加 社会安全 地域に暮ら
す外国人・
外来人との
共生
自然の一員 環境 生物の多様
性
自然への敬
意
人と自然と
の共生
　以上のように，姜はグローバル化の進行，環境問
題など地球全体の問題に立脚しつつ，国家的なアイ
デンティティ，多民族国家という中国の国情にふさ
わしい国際理解教育の内容を提案している。また，
地域と自然という二つのカテゴリーの提案につい
て，多層的に共生に関する課題を学習者に考えさせ
ることを通して，国家市民とグローバル市民育成の
間のバランスを図り，文化理解に留まる国際理解教
育の限界を超えるような意図を持つ教育を構想して
いたと言える。
Ⅴ ．日本における『総合的な学習の時間』と中国に
おける『総合実践活動』との比較
　本研究では，日本における学習指導要領（平成
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して協働する力，持続可能な社会づくりに向
けた態度，リーダーシップやチームワーク，
感性，優れさや思いやりなど，人間性に関す
るもの。
　この点については，直接的には大津の示した知識・
理解目標との関連はないが，間接的な関連を推測す
ることができる。大津の「文化的多様性」という理
解目標は，文部科学省の示した「多様性を尊重する
態度」，「持続可能な社会づくりに向けた態度」と一
致している。また，大津の人間の尊厳を尊重し，安
全で幸せな生活ができる社会をつくるという「安全・
平和・共生」の知識・理解目標は，文部科学省の示
した「感性」，「優しさ」，「思いやり」，「人間性」な
どと関連していると推察される。
　以上をふまえて，本稿では，日本の小中高におけ
る『総合的な学習・探究の時間』の特質を「体験的
な学習から課題解決能力の育成と自己の在り方の認
識をめざす国際理解教育」とした。
（２ ）『総合的な学習・探究の時間』の内容構成原理
－地域課題学習を通した市民意識育成の重視－
　本節において，大津の国際理解教育の内容構成（以
下表4）に関する論を参考にし，平成29年に改訂さ
れた学習指導要領（『総合的な学習の時間』・『総合
的な探究の時間』）の探究課題について，「目標を実
現するにふさわしい探求課題」で取り上げた小中高
における『総合的な学習・探究の時間』の探究課題
の例を分析する。それを整理すると，表５のように
なる。表５の中で，右の欄では分析の視点として，
示した探究課題の項目と大津の論との対応関係を整
理した。それをふまえると，『総合的な学習・探究
の時間』の内容構成には，次の二つの特徴がある。
　①市民意識の重視：大津の主張したD未来への選
択という学習項目において，「歴史認識」，「市民意
識」，「社会参加」といった三つの小項目が挙げられ
ている。探究課題の中で，地域と関わるものとして，
地域の歴史認識，地域の人々とのつながり，地域の
一員としての意識，地域での活動などが多く取り上
げられた。地域，国家，地球社会の一員として，地
球的な課題に関心をもったり関わったりしようとす
る意識の育成に重視するような探究課題が多く取り
上げた。
　②地域課題学習の重視：学習指導要領（「総合的
な学習の時間編」・「総合的な探究の時間編」）の探
究課題の例から見れば，地域課題学習として，地域
経済，地域の伝統文化，地域環境問題，地域多文化
共生問題，地域における福祉の問題，安全な町づく
りなどの内容が数多く取り上げられて，国際理解教
育を行われてきた。
　以上の分析をふまえて，本稿では，『総合的な学習・
探究の時間』の内容構成原理を，「地域課題学習を
通した市民意識育成の重視」と位置づけた。
２ ．中国における『総合実践活動』－国家的アイデ
ンティティ形成と社会主義コアバリューの育成に
重点をおく課程－
　『総合実践活動』は，2001年『基礎教育課程改革
概要（試行）』で提起され，2005年から全国で全面
的に実施してきた新たな課程であり，全国の義務教
育および一般高校のカリキュラム体系で規定されて
いる必修科目であり，教科科目と並行して設定さ
れ，基礎教育カリキュラムシステムの重要な構成部
分である。また，『総合実践活動』は，地方自治体
が管理および指導し，具体的な内容は主に学校の開
発であり，小学校１年生から高校３年生まで完全に
実施されている。探究，サービス，制作，体験など
の方法を通して，学生の総合的な素質を養う教科を
超えた実践的課程である。
（１ ）『総合実践活動』の目標原理－社会主義のコア
バリューへの認識－
　「中小学総合実践活动指導綱要」（2017年改訂版）
によると，『総合実践活動』の具体的な目標は以下
表６のようになる。提案された全体的な目標に基づ
いて効果的に教育を展開するために，価値認識，責
任，問題解決，および創造的な具体化という４つに
区分され，小学校，中学校，高校の３つの段階に分
けてねらいが示されている。
　「中小学総合実践活动指導綱要」の目標からは，
総合実践活動を通して，社会主義のコアバリューを
認識し，中国共産党，愛国，労働，学生の社会的責
任，革新的な精神，実践能力の養い，活動の教育的
効果を一層増すことを目指していることがわかる。
ここでの社会主義コアバリュー（別称「社会主義核
心価値観」）は社会主義の核心的な価値観体系の中
心として，「富強」，「民主」，「文明」，「和諧」，「自由」，
「平等」，「公正」，「法治」，「愛国」，「敬業」，「誠信」，
「友善」という内容を含む。
　具体的には，小学校において，「価値観」目標では，
表４　国際理解教育の内容構成
（大津の論を参考にして筆者作成）
学習領域 １ ２ ３ ４
Ａ 多文化社会 文化理解 文化交流 多文化共生 −
Ｂ グローバル社
会 相互依存 情報化 − −
Ｃ 地球的課題 人権 環境 平和 開発
Ｄ 未来への選択 歴史認識 市民意識 社会参加 −
日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
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表５　学習指導要領（「総合的な学習の時間編」・「総合的な探究の時間編」）の探究課題の例
四つの課題 探究課題の例 分析の視角
小
学
校
現代の諸課題
に対応する横
断的・総合的
な課題
① 国際理解：地域に暮らす外国人とその人たちが大切している文化
や価値観
②情報：情報化の進展とそれに伴う日常生活や社会の変化
③環境：身近な自然環境とそこに起きている環境問題
④福祉：身の回りの高齢者とその暮らしを支援する仕組みや人々
⑤健康：毎日の健康な生活とストレスのある社会
⑥資源エネルギー：自分たちの消費生活と資源やエネルギーの問題
⑦食：食をめぐる問題とそれに関わる地域の農業や生産者
① 「多文化社会」⇒「文化理解」，「多
文化共生」
②「グローバル社会」⇒「情報化」
③「地球的課題」（地域レベル）⇒「環境」
④−
⑤−
⑥「地球的課題」⇒「環境」
地域や学校の
特色に応じた
課題
⑧ 町づくり：町づくりや地域活性化のために取り組んでいる人々や組
織
⑨伝統文化：地域の伝統や文化とその継承に力を注ぐ人々
⑩地域経済：商店街の再生に向けて努力する人々と地域社会
⑪防災：防災のための安全な町づくりとその取り組み
⑧「未来への選択」⇒「市民意識」
⑨「多文化社会」⇒「文化理解」
⑩「未来への選択」⇒「市民意識」
⑪「未来への選択」⇒「市民意識」
生徒の興味・
関心に基づく
課題
⑫キャリア：実社会で働く人々の姿と自己の将来
⑬ものづくり：ものづくりの面白さや工夫と生活の発展
⑭生命：生命現象の神秘や不思議さと，その素晴らしさ
⑫「未来への選択」⇒「市民意識」
⑬−
⑭−
中
学
校
現代の諸課題
に対応する横
断的・総合的
な課題
① 国際理解：地域に暮らす外国人とその人たちが大切している文化
や価値観
②情報：情報化の進展とそれに伴う日常生活や消費行動の変化
③環境：地域の自然環境とそこに起きている環境問題
④福祉：身の回りの高齢者とその暮らしを支援する仕組みや人々
⑤健康：毎日の健康な生活とストレスのある社会
⑥資源エネルギー：自分たちの消費生活と資源やエネルギーの問題
⑦安全：安心・安全な町づくりへの地域の取組と支援する人々
⑧食：食をめぐる問題とそれに関わる地域の農業や生産者
⑨科学技術：科学技術の進歩と自分たちの暮らしの変化
① 「多文化社会」⇒「文化理解」，「多
文化共生」
②「グローバル社会」⇒「情報化」
③「地球的課題」（地域レベル）⇒「環境」
④−
⑤−
⑥「地球的課題」⇒「環境」
⑦「未来への選択」⇒「市民意識」
⑧「未来への選択」⇒「市民意識」
⑨「グローバル社会」⇒「情報化」
地域や学校の
特色に応じた
課題
⑩ 町づくり：町づくりや地域活性化のために取り組んでいる人々や組
織
⑪伝統文化：地域の伝統や文化とその継承に力を注ぐ人々
⑫地域経済：商店街の再生に向けて努力する人々と地域社会
⑬防災：防災のための安全な町づくりとその取り組み
⑩「未来への選択」⇒「市民意識」
⑪「多文化社会」⇒「文化理解」
⑫「未来への選択」⇒「市民意識」
⑬「未来への選択」⇒「市民意識」
生徒の興味・
関心に基づく
課題
⑭ものづくり：ものづくりの面白さや工夫と生活の発展
⑮生命：生命現象の神秘や不思議さと，その素晴らしさ
⑭「多文化社会」⇒「文化理解」
⑮−
職業や自己の
将来に関する
課題
⑯職業：職業の選択と社会への貢献
⑰勤労：働くことの意味や働く人の夢や願い
⑯「未来への選択」⇒「市民意識」
⑰「未来への選択」⇒「市民意識」
高
校
現代の諸課題
に対応する横
断的・総合的
な課題
①国際理解：外国人の生活者とその人たちの多様な価値観
②情報：情報化の進展とそれに伴う日常生活や消費行動の変化
③環境：自然環境とそこに起きているグローバルな環境問題
④福祉：高齢者の暮らしを支援する福祉の仕組みや取り組み
⑤健康：心身の健康とストレスのある社会
⑥資源エネルギー：自分たちの消費生活と資源やエネルギーの問題
⑦安全：安心・安全な町づくりへの地域の取組と支援する人々
⑧食：食をめぐる問題とそれに関わる地域の農業や生産者
⑨科学技術：科学技術の進歩と自分たちの暮らしの変化
① 「多文化社会」⇒「文化理解」，「多
文化共生」
②「グローバル社会」⇒「情報化」
③「地球的課題」（地球レベル）⇒「環境」
④−
⑤−
⑥「地球的課題」⇒「環境」
⑦「未来への選択」⇒「市民意識」
⑧「地球的課題」⇒「開発」
⑨「グローバル社会」⇒「情報化」
地域や学校の
特色に応じた
課題
⑩町づくり：地域活性化に向けた特色のある取り組み
⑪伝統文化：地域の伝統や文化とその継承に取り組む人々や組織
⑫地域経済：商店街の再生に向けて努力する人々と地域社会
⑬防災：安全な町づくりに向けた防災計画の策定
⑩「未来への選択」⇒「市民意識」
⑪「多文化社会」⇒「文化理解」
⑫「未来への選択」⇒「市民意識」
⑬「未来への選択」⇒「市民意識」
生徒の興味・
関心に基づく
課題
⑭文化の創造：文化や流行の創造と表現
⑮教育・医療：変化する社会と教育や保育の質的転換
⑯生命・医療：生命の尊厳と医療や介護の実現
⑭「多文化社会」⇒「文化交流」
⑮「地球的課題」⇒「開発」
⑯「地球的課題」⇒「人権」，「開発」
職業や自己の
進路に関する
課題
⑰職業：職業の選択と社会貢献及び自己実現
⑱勤労：働くことの意味や価値と社会的責任
⑰ 「未来への選択」⇒「市民意識」，「社
会参加」
⑱ 「未来への選択」⇒「市民意識」，「社
会参加」
（文部科学省ホームページ：https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1384661.htm　平成29・30年改訂　学習指導要領、解説等よ
り周星星作成）
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して協働する力，持続可能な社会づくりに向
けた態度，リーダーシップやチームワーク，
感性，優れさや思いやりなど，人間性に関す
るもの。
　この点については，直接的には大津の示した知識・
理解目標との関連はないが，間接的な関連を推測す
ることができる。大津の「文化的多様性」という理
解目標は，文部科学省の示した「多様性を尊重する
態度」，「持続可能な社会づくりに向けた態度」と一
致している。また，大津の人間の尊厳を尊重し，安
全で幸せな生活ができる社会をつくるという「安全・
平和・共生」の知識・理解目標は，文部科学省の示
した「感性」，「優しさ」，「思いやり」，「人間性」な
どと関連していると推察される。
　以上をふまえて，本稿では，日本の小中高におけ
る『総合的な学習・探究の時間』の特質を「体験的
な学習から課題解決能力の育成と自己の在り方の認
識をめざす国際理解教育」とした。
（２ ）『総合的な学習・探究の時間』の内容構成原理
－地域課題学習を通した市民意識育成の重視－
　本節において，大津の国際理解教育の内容構成（以
下表4）に関する論を参考にし，平成29年に改訂さ
れた学習指導要領（『総合的な学習の時間』・『総合
的な探究の時間』）の探究課題について，「目標を実
現するにふさわしい探求課題」で取り上げた小中高
における『総合的な学習・探究の時間』の探究課題
の例を分析する。それを整理すると，表５のように
なる。表５の中で，右の欄では分析の視点として，
示した探究課題の項目と大津の論との対応関係を整
理した。それをふまえると，『総合的な学習・探究
の時間』の内容構成には，次の二つの特徴がある。
　①市民意識の重視：大津の主張したD未来への選
択という学習項目において，「歴史認識」，「市民意
識」，「社会参加」といった三つの小項目が挙げられ
ている。探究課題の中で，地域と関わるものとして，
地域の歴史認識，地域の人々とのつながり，地域の
一員としての意識，地域での活動などが多く取り上
げられた。地域，国家，地球社会の一員として，地
球的な課題に関心をもったり関わったりしようとす
る意識の育成に重視するような探究課題が多く取り
上げた。
　②地域課題学習の重視：学習指導要領（「総合的
な学習の時間編」・「総合的な探究の時間編」）の探
究課題の例から見れば，地域課題学習として，地域
経済，地域の伝統文化，地域環境問題，地域多文化
共生問題，地域における福祉の問題，安全な町づく
りなどの内容が数多く取り上げられて，国際理解教
育を行われてきた。
　以上の分析をふまえて，本稿では，『総合的な学習・
探究の時間』の内容構成原理を，「地域課題学習を
通した市民意識育成の重視」と位置づけた。
２ ．中国における『総合実践活動』－国家的アイデ
ンティティ形成と社会主義コアバリューの育成に
重点をおく課程－
　『総合実践活動』は，2001年『基礎教育課程改革
概要（試行）』で提起され，2005年から全国で全面
的に実施してきた新たな課程であり，全国の義務教
育および一般高校のカリキュラム体系で規定されて
いる必修科目であり，教科科目と並行して設定さ
れ，基礎教育カリキュラムシステムの重要な構成部
分である。また，『総合実践活動』は，地方自治体
が管理および指導し，具体的な内容は主に学校の開
発であり，小学校１年生から高校３年生まで完全に
実施されている。探究，サービス，制作，体験など
の方法を通して，学生の総合的な素質を養う教科を
超えた実践的課程である。
（１ ）『総合実践活動』の目標原理－社会主義のコア
バリューへの認識－
　「中小学総合実践活动指導綱要」（2017年改訂版）
によると，『総合実践活動』の具体的な目標は以下
表６のようになる。提案された全体的な目標に基づ
いて効果的に教育を展開するために，価値認識，責
任，問題解決，および創造的な具体化という４つに
区分され，小学校，中学校，高校の３つの段階に分
けてねらいが示されている。
　「中小学総合実践活动指導綱要」の目標からは，
総合実践活動を通して，社会主義のコアバリューを
認識し，中国共産党，愛国，労働，学生の社会的責
任，革新的な精神，実践能力の養い，活動の教育的
効果を一層増すことを目指していることがわかる。
ここでの社会主義コアバリュー（別称「社会主義核
心価値観」）は社会主義の核心的な価値観体系の中
心として，「富強」，「民主」，「文明」，「和諧」，「自由」，
「平等」，「公正」，「法治」，「愛国」，「敬業」，「誠信」，
「友善」という内容を含む。
　具体的には，小学校において，「価値観」目標では，
表４　国際理解教育の内容構成
（大津の論を参考にして筆者作成）
学習領域 １ ２ ３ ４
Ａ 多文化社会 文化理解 文化交流 多文化共生 −
Ｂ グローバル社
会 相互依存 情報化 − −
Ｃ 地球的課題 人権 環境 平和 開発
Ｄ 未来への選択 歴史認識 市民意識 社会参加 −
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「集団意識」，「共産党」，「愛国心」などが提示された。
「責任担当」では，「自立」，「コミュニティー」など
が挙げられている。「問題解決」目標では，探究活
動を中心とした教育方針が提示された。「アイデア
の実現」では，実践能力を重視し，情報技術の利用
などが挙げられている。中学校の「価値観」では，「紅
色の旅」，「国家と共産党への愛着」，「労働観」，「生
涯学習」などの項目が提示された。「責任担当」では，
「社会へ貢献する意識」，「問題を探求する意識」，「責
任意識」，「法治意識」などの目標が挙げられた。「問
題解決」では，問題に対する「科学的な探求」，「知
識の活用」の意識，初歩的な「研究」能力などの目
標が挙げられた。「アイデアの実現」では，「創造性」，
「知識の活用」などが挙げられた。高校において，「価
値観」では，小中学校と同じように，「コミュニ
ティー」への貢献，「愛国心」，「共産党」などの社
会主義コアバリュー以外に，「国家の運命と人類運
命共同体との関係を気づく」，「国際視野を有する」
などの国際社会への注目が提示された。「責任担当」
では，小中学校と同じように，「社会責任意識」と「法
治意識」などが挙げられた。「問題解決」では，問
題意識を持ちつつ，実践と研究の深化を追求する目
標が挙げられた。「アイデアの実現」では，小中学
校と同じように，「創造性」の育成を強調するに加
えて，各領域の知識を活用し，総合的に問題を解決
するような能力を求められている。
（２ ）『総合実践活動』の内容構成原理－国家的アイ
デンティティの形成をめざす総合的な学習－
　「小中学校総合実践活动指導綱要」の付録として，
「小中学校総合実践活動主題の例」が添付されてい
る。活動方法に加えて，学年ごとに「考察探求活動」，
「社会福祉活動」，「情報技術」と「労働技術」を含
表６　小中学校での総合実践活動の目標
総
目
標
　学生は，個人の生活，社会生活，自然との接触から豊富な実践経験を獲得する。徐々に自然，社会と自己の内部の全体
的なつながりという総合的な認識を形成し向上する。徐々に価値認識，責任，問題解決，創造性に関する能力と意識を有
する。
小
学
校
価値観：少先隊の活動の参加，主題教育活動の参加，愛国主義基地などの参観により，公共における個人の基本的な行動
規範を認識し，集団意識，組織に対する意識，共産党に対する素朴的な感情，愛国心などの育成を達成する。
責任担当：日常生活をめぐった活動への参加を通して，自立の能力と精神の育成，生活を愛している感情を養う。さらに，
コミュニティーと社会に寄与とする気持ちを養う。
問題解決：教師の指導の下で，家庭，学校などでの問題を発見する。さらに，問題に対する関心を積極的な探求活動に移し，
自分なりの考えとアイデアを出し，問題に対する初歩的な認識を形成する。
アイデアの実現：実際の実践を通して，デザインと制作の基本的スキルを把握する。情報技術を利用し，デジタル作品を
作る。簡単な情報技術を利用し，日常生活の問題を解決する能力の向上を目指す。
中
学
校
価値観：チーム活動を積極的に参加し，紅色の旅などに参加し，社会実践を体験することによって，活動から得た経験と
感想を共有し，仲間，教師との認識と感想の交流を行う。国家と共産党を愛している感情を育成する。職場体験を通して，
個人の趣味を発見し，積極的な労働観を形成し，初歩的な生涯学習の意識を形成する。
責任担当：周りの生活環境を観察し，家庭，学校，コミュニティーの需要をめぐって活動を行う。初歩的社会へ貢献する
意識を養う。初歩的にコミュニティーの問題を探求する意識を形成し，個人，学校，コミュニティーへの責任意識を形成
する。初歩的に法治の意識を形成する。
問題解決：自然，社会，生活の中の現象に関心をもち，それについて思考，自分なりの考え方を形成する。発見した問題
を探求課題に転換し，科学的な方法で探求を行う。学校で学んだ知識を活用し，問題を解決する。根拠のある解釈をする
能力を形成する。さらに，研究成果を出せるような能力を培う。
アイデアの実現：一定の操作のスキルを用いて生活での問題を解決する。アイデアを実践に移す。デザイン，制作など，徐々
に複雑な製品を更新する。創造性と美に対する意識を養う。習得した情報技術の知識を用いて，個人の問題の分析と問題
解決能力を培う。さらに，デジカル製品のデザインと制作をチャレンジする。
高
校
価値観：自覚的にクラスの活動を参加し，模範人物を訪問し，見学旅行，職場体験活動を参加し，コミュニティー活動の
企画などを通して，社会ルールの体験を深化し，国家に認められ，文化面にも自信をもち，初歩的に個人の成長と職業世界，
社会の進歩，国家の発展と人類運命共同体との関係を気づき，自分の趣味と特長から生涯の計画と職業を選択する能力を
伸びる。中国共産党に対する認識と感情を深め，中国特色社会主義共同理想と国際視野を有する。
責任担当：他人・コミュニティー・社会の発展への関心を重視し，コミュニティーの活動を持続的に参加する。コミュニ
ティーと社会が抱えている諸問題に関心を持ち，ボランティア活動と公益活動を積極的に参加する。社会責任意識と法治
観念を強化する。社会公徳を遵守し，社会へ貢献する能力を高める。
問題解決：個人の問題関心に関する領域において，問題意識を持ちつつ，実践と探求を深める。習得した知識を活用し問
題の構造を分析する。科学的な方法で探求を展開する。実際の問題を開発する能力を高める。即時に個人の探求過程と研
究成果を反省し，改善する。問題に対する根拠のあり，説得力のある解釈を構築する。規範的な探求報告あるいはほかの
形の研究成果を達成する。
アイデアの実現：積極的に操作と実践を行い，多様な操作技能を把握する。技能を総合的に利用し，生活の中の複雑の問
題を解決する。個人の創造力を創作能力，技術応用とアイデアの実現などを高める。実践の中で勉強する意識を養い，総
合的に問題を解決する能力を高める。
（「中小学総合実践活动指導綱要」，2017年9月27日版，中華人民共和国教育部ホームページ：http://www.moe.gov.cn/srcsite/A26/
s8001/201710/t20171017_316616.html?from=timelineより周星星作成）
日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
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表７「小中学校総合実践活動主題の例」
考察探求活動 社会福祉活動
設計および生産活動 職場体験及び
他の活動
「国際視角」と
「国家視角」に関する
内容情報技術 労働技術
１
−２
年
1.影
2.標識
3.学習習慣
4.野菜
1.自立
2.集団労働
※ 1. 手作りのペーパー
アート、陶芸
2. タンブラー、パラ
シュート、こまな
どを作る
1. 団体に入る前の準備
2. チームセレモニー
3.若い世代の会議
4. 団体への赤いスカー
フ
「国家視角」：
共青団
共産党
３
−６
年
1.節約
2.節気
3.発明
4.植物と動物
5.生活ゴミ
6.伝統祭り
7.非物質文化遺産
8.生活スキル
9.健康
10.故郷
11.学校
12.時間の管理
13.故郷の特産物
14. 学校と社会のルー
ル
15春のピクニック
1.家事
2. 学校のボランティ
ア
3.身近な小雷锋
4.慈善販売
5. コミュニティー公
益活動
6.環境保護の宣伝
7.尊老敬老
1.情報社会
2.タイピング
3.パソコン
4. ネットワーク情報の
識別
5. コンピューターファ
イルの効果的な管理
6.PPT
7.情報交流と安全
8.電子新聞
9.カメラ
10. デジタルサウンド
とライフ
11. 三次元の楽しいデ
ザイン
12. プログラミングを
始めましょう
13.VB
1.惣菜を作る
2.工芸
3.陶芸
4.木芸
5.電器の使用
6.紐
7.生活上の道具
8.建築の模型
9.デザインと制作
1.家の主人公
2.学校の文化活動
3. 博物館・記念館・名
人の旧居・農業基地
4.養殖員になる
5. 読書・道徳・環境
保護
6.職場体験
7. 愛国主義教育基地・
国家防衛教育基地
8.10歳の誕生日
9.中国夢
10.糧食
11.司法・立法機関
12.植物の栽培
「国家視角」：
伝統祭り
故郷
故郷の特産物
博物館・記念館・名
人の旧居・農業基地
愛国主義教育基地・
国家防衛教育基地
中国夢
司法・立法機関
７
−９
年
1.環境汚染
2.落葉の処理
3.生物資源
4. コミュニティーの安
全問題
5.故郷の伝統文化
6.お年寄りの生活
7.栽培と養殖
8.中学生の体質
9.電子設備の使用
10.故郷の名人訪問
11. 課題をもって旅行
に行く
1.養老院、福祉院
2. コミュニティーに貢
献する
3.木を植える
4.農事
5.毒品禁止の宣伝
6.交通秩序の維持
1. パソコンの組み立て
2. ホームLANをセッ
トアップする
3. データ分析と処理
4. グラフィックデザイ
ン
5.2Dおよび3D
6.アニメ
7.VB
8. パソコンで実験す
る
9. モノのインターネッ
ト
10.ロボット
1. 栄養とクッキング
2.布アート
3. 服のデザイン
4.金属素材作品
5. パーソナライズされ
た電子作品の設計と
制作
6.MCU
7. モデルプロジェク
トの設計と製作
8. 写真技術と電子ア
ルバム制作
9. 3D設計および印刷
技術
10. 金属・木・電のツー
ル
11. レーザー切断およ
び彫刻
12. 三次元の紙アート
13. 「メーカー」スペー
ス
14. バイオニックデザ
イン
15. 生活上のツールの
変化と創造
1. 団体の創立セレモ
ニー
2. キャンパス文化活動
3. 315パーティー
4. 民族祝日
5. 中国と西洋のケー
タリング文化の比較
6. 少年団スクール
7. 14歳の誕生日
8. キャリア調査と経験
9. 卒業感謝活動
10. クラス規則を設定
する
11. 軍事スキル演習
12. 「情報社会の責任」
論争
13. 現代の農業技術
「国家視角」：
コミュニティー
故郷の伝統文化
故郷の名人訪問
民族祝日
「国際視角」：
中国と外国文化の比
較
10
−12
年
1. 新資源の発展状況
2.故郷の生態状況
3.食品安全
4.故郷の交通問題
5.著作権の保護
6. 農業機器の発展と改
良
7. 故郷の土地汚染状
況と管理
8. 高校生の心理問題
9. コミュニティー管
理問題
10 中学生のネット交
友の利害
11. 見学旅行計画の設
計と実施
12.公共施設の考察
1. トーナメントサービ
ス
2. 脆弱なグループを
サポートする
3. 環境ボランティア
4. 農業科学技術プロ
パガンダ
5. 公共文化サービス
6. フランス法のボラ
ンティア
※ 1. 自然災害に対する緊
急時計画と訓練の策
定
2. 中国の領土紛争に
対する懸念
3. 高校生のキャリア
プランニング
4. 社会実践基盤
5. 兵舎
6. 学生会社を設立する
7. 18歳成人式
8. アマチュアパー
ティースクール
9. 自分の卒業式を企
画する
「国家視角」：
故郷
コミュニティー
「国際視角」：
領土紛争
（「小中学校総合実践活動主題の例」，2017年9月27日版，中華人民共和国教育部ホームページ：http://www.moe.gov.cn/srcsite/A26/
s8001/201710/t20171017_316616.htmlより周星星作成）
（「中国夢」は、中国共産党第18回全国代表大会より中国共産党の統治理念となり、「中華民族の偉大な復興」の夢と解釈し、小康社会
の全面完成、冨強・民主・文明・調和の社会主義現代化国家の完成という目標の達成につながる中華民族の目標である。「愛国教育基地」
は、中国において主として青少年層の「愛国心」を育てるための教育「愛国教育」の一環として、これを教育するために有益と認めら
れる全国各地の各種博物館、記念館、史跡、文化財の産地などの場所を指している。）
桑原　敏典　・　周　　星星
− 22 −
「集団意識」，「共産党」，「愛国心」などが提示された。
「責任担当」では，「自立」，「コミュニティー」など
が挙げられている。「問題解決」目標では，探究活
動を中心とした教育方針が提示された。「アイデア
の実現」では，実践能力を重視し，情報技術の利用
などが挙げられている。中学校の「価値観」では，「紅
色の旅」，「国家と共産党への愛着」，「労働観」，「生
涯学習」などの項目が提示された。「責任担当」では，
「社会へ貢献する意識」，「問題を探求する意識」，「責
任意識」，「法治意識」などの目標が挙げられた。「問
題解決」では，問題に対する「科学的な探求」，「知
識の活用」の意識，初歩的な「研究」能力などの目
標が挙げられた。「アイデアの実現」では，「創造性」，
「知識の活用」などが挙げられた。高校において，「価
値観」では，小中学校と同じように，「コミュニ
ティー」への貢献，「愛国心」，「共産党」などの社
会主義コアバリュー以外に，「国家の運命と人類運
命共同体との関係を気づく」，「国際視野を有する」
などの国際社会への注目が提示された。「責任担当」
では，小中学校と同じように，「社会責任意識」と「法
治意識」などが挙げられた。「問題解決」では，問
題意識を持ちつつ，実践と研究の深化を追求する目
標が挙げられた。「アイデアの実現」では，小中学
校と同じように，「創造性」の育成を強調するに加
えて，各領域の知識を活用し，総合的に問題を解決
するような能力を求められている。
（２ ）『総合実践活動』の内容構成原理－国家的アイ
デンティティの形成をめざす総合的な学習－
　「小中学校総合実践活动指導綱要」の付録として，
「小中学校総合実践活動主題の例」が添付されてい
る。活動方法に加えて，学年ごとに「考察探求活動」，
「社会福祉活動」，「情報技術」と「労働技術」を含
表６　小中学校での総合実践活動の目標
総
目
標
　学生は，個人の生活，社会生活，自然との接触から豊富な実践経験を獲得する。徐々に自然，社会と自己の内部の全体
的なつながりという総合的な認識を形成し向上する。徐々に価値認識，責任，問題解決，創造性に関する能力と意識を有
する。
小
学
校
価値観：少先隊の活動の参加，主題教育活動の参加，愛国主義基地などの参観により，公共における個人の基本的な行動
規範を認識し，集団意識，組織に対する意識，共産党に対する素朴的な感情，愛国心などの育成を達成する。
責任担当：日常生活をめぐった活動への参加を通して，自立の能力と精神の育成，生活を愛している感情を養う。さらに，
コミュニティーと社会に寄与とする気持ちを養う。
問題解決：教師の指導の下で，家庭，学校などでの問題を発見する。さらに，問題に対する関心を積極的な探求活動に移し，
自分なりの考えとアイデアを出し，問題に対する初歩的な認識を形成する。
アイデアの実現：実際の実践を通して，デザインと制作の基本的スキルを把握する。情報技術を利用し，デジタル作品を
作る。簡単な情報技術を利用し，日常生活の問題を解決する能力の向上を目指す。
中
学
校
価値観：チーム活動を積極的に参加し，紅色の旅などに参加し，社会実践を体験することによって，活動から得た経験と
感想を共有し，仲間，教師との認識と感想の交流を行う。国家と共産党を愛している感情を育成する。職場体験を通して，
個人の趣味を発見し，積極的な労働観を形成し，初歩的な生涯学習の意識を形成する。
責任担当：周りの生活環境を観察し，家庭，学校，コミュニティーの需要をめぐって活動を行う。初歩的社会へ貢献する
意識を養う。初歩的にコミュニティーの問題を探求する意識を形成し，個人，学校，コミュニティーへの責任意識を形成
する。初歩的に法治の意識を形成する。
問題解決：自然，社会，生活の中の現象に関心をもち，それについて思考，自分なりの考え方を形成する。発見した問題
を探求課題に転換し，科学的な方法で探求を行う。学校で学んだ知識を活用し，問題を解決する。根拠のある解釈をする
能力を形成する。さらに，研究成果を出せるような能力を培う。
アイデアの実現：一定の操作のスキルを用いて生活での問題を解決する。アイデアを実践に移す。デザイン，制作など，徐々
に複雑な製品を更新する。創造性と美に対する意識を養う。習得した情報技術の知識を用いて，個人の問題の分析と問題
解決能力を培う。さらに，デジカル製品のデザインと制作をチャレンジする。
高
校
価値観：自覚的にクラスの活動を参加し，模範人物を訪問し，見学旅行，職場体験活動を参加し，コミュニティー活動の
企画などを通して，社会ルールの体験を深化し，国家に認められ，文化面にも自信をもち，初歩的に個人の成長と職業世界，
社会の進歩，国家の発展と人類運命共同体との関係を気づき，自分の趣味と特長から生涯の計画と職業を選択する能力を
伸びる。中国共産党に対する認識と感情を深め，中国特色社会主義共同理想と国際視野を有する。
責任担当：他人・コミュニティー・社会の発展への関心を重視し，コミュニティーの活動を持続的に参加する。コミュニ
ティーと社会が抱えている諸問題に関心を持ち，ボランティア活動と公益活動を積極的に参加する。社会責任意識と法治
観念を強化する。社会公徳を遵守し，社会へ貢献する能力を高める。
問題解決：個人の問題関心に関する領域において，問題意識を持ちつつ，実践と探求を深める。習得した知識を活用し問
題の構造を分析する。科学的な方法で探求を展開する。実際の問題を開発する能力を高める。即時に個人の探求過程と研
究成果を反省し，改善する。問題に対する根拠のあり，説得力のある解釈を構築する。規範的な探求報告あるいはほかの
形の研究成果を達成する。
アイデアの実現：積極的に操作と実践を行い，多様な操作技能を把握する。技能を総合的に利用し，生活の中の複雑の問
題を解決する。個人の創造力を創作能力，技術応用とアイデアの実現などを高める。実践の中で勉強する意識を養い，総
合的に問題を解決する能力を高める。
（「中小学総合実践活动指導綱要」，2017年9月27日版，中華人民共和国教育部ホームページ：http://www.moe.gov.cn/srcsite/A26/
s8001/201710/t20171017_316616.html?from=timelineより周星星作成）
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む「設計及び生産活動」，「職場体験及びほかの活動」
などに分け，合計152の活動の主題を推奨し，活動
の目的，内容，方法を説明している。表７では，各
学年の学習主題の例をいくつか挙げている。
　各学校段階では，国家視角を中心として，国家的
アイデンティティの形成をめざす総合的な学習の特
質をふまえ，学習者の中国人としての国民意識の育
成を強調する国際理解教育が行われている。中学校
と高等学校では，国際社会に目を向けるような内容
が量的には多くないが提示されている。全体的には， 
義務教育の段階（１−７年）では，学習者の民族意
識，国民意識，愛国心など国家視角の内容が圧倒的
に多い。具体的に，１から２年では，「職場体験及
び他の活動」の項目で，国家視角としての「共青団」
と「共産党」への認識を求めている。３から６年で
は，「伝統祭り」，「故郷」，「故郷の特産物」，「博物館・
記念館・名人の旧居・農業基地」，「愛国主義教育基
地・国家防衛教育基地」，「中国夢」，「司法・立法機
関」などの内容があげられている。中学校の７から
９年の段階では，国家視覚としての「コミュニ
ティー」，「故郷の伝統文化」，「故郷の名人訪問」，「民
族祝日」に関する内容が提示されているほかに，国
際視角の内容として「中国と外国の文化の比較」と
いう内容が提示されている。高等学校の10から12
年では，実践能力を重視した「設計および生産活動」
を除き，国家視角としての「故郷」，「コミュニティー」
と国際視角としての「領土紛争」などの内容があげ
られている。
　以上をふまえて，本稿では，小中高における『総
合実践活動』の内容構成原理を「国家的アイデンティ
ティの形成をめざす総合的な学習」とした。
Ⅵ ．日中の国際理解教育における「国際視角」と「国
家視角」の比較
　最後に，ここまでの日本と中国の国際理解教育に
おける「国際視角」と「国家視点」との比較・分析
をふまえて，両国の国際理解教育の特質について比
較してみよう。日中両国における国際理解教育の展
開の歴史と，『総合的な学習・探究の時間』と『総
合実践活動』との比較をふまえ「国際視角」と「国
家視角」に注目すると，以下の違いがあると言える。
　①両国における国際理解教育は，当初，ユネスコ
の理念を中心として行なわれていた。その後，日本
では，国内の国際化が進むにつれて，「内需型」の
国際理解教育へ転換した。現在では，価値多元化と
グローバル化の発展につれて，ユネスコの「持続可
能な教育」に関する理念を踏まえつつ，自国の多文
化共生という現状に応じた国際理解教育が行われて
きた。中国よりも日本は，グローバル化の急速な進
展にともない，グローバル市民の育成と国民育成と
の間の矛盾が生じ，それぞれの立場の意見の対立が
見られるようになったと言える。
 　一方，中国では，国際理解教育の展開が日本より
も遅く，「文化理解」を中心とした「国際競争力」
の育成を重視しつつ行われてきた。しかし，近年，
グローバル化の進展に伴い，「共生」という概念が
取り入れられ，国際理解教育の内容と方法が多様化
している。
　②日本における文部科学省の小中高の『総合的な
学習・探究の時間』の目的からみると，学習者の課
題探究に関連している諸能力の育成と自己の在り
方，自己認識に関する意識の育成に重点をおいて学
習が展開されている。内容をみると，身近な生活を
通して学ぶことや，学習者の市民意識の育成に重点
をおくことが明らかになった。社会における諸問題
に関心をもたせ，それに関わろうとする態度の育成
を重視する一方で，日本人としての国民意識の形成
に関する内容は少ない。このような学習を通して，
学習者の課題探究に関する諸能力の向上とともに，
自分と社会との関わり，自らの生き方について考え
を深めることができる。この背景には，国民意識の
形成が社会科教育に委ねられているということがあ
る。例えば，桑原敏典・李烨虹（2014）の研究では，
日本の中学校社会科公民的分野の教科書分析を通し
て，愛国心と国際協調のバランスを重視するという
シティズンシップ教育の特質を明らかにしている31）。
　中国における『総合実践活動』の分析を通して，
小中学校段階での国際理解教育は，「国家視角」を
中心として社会主義コアバリューの認識を目的とし
ており，内容構成については，「グローバル市民」
の育成より，国家的アイデンティティの形成をめざ
す特徴があることが明らかになった。中国の社会科
教育においても，蔡は，小学校教科「品徳と社会」
を手がかりに，「愛国主義，自国理解中心，国際情
勢に対する理解などが中心とし，中国の伝統を重ん
じていることがうかがえる。…（中略）…特に，祖
国愛，民族の誇りと外国，異文化との関係性におい
て顕著に現れる」と結論づけている32）。つまり，中
国における国際理解教育は『総合実践活動』を通し
て，国家的アイデンティティの形成を目指した教育
活動として展開しているのである。
Ⅶ．おわりに
　本研究では，日本における『総合的な学習・探究
日中の国際理解教育の動向とその特質に関する国際比較研究
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の時間』と中国における『総合実践活動』に関する
政策を比較・分析することを通して，以下の点を明
らかにした。
１ ）歴史的には，両国における国際理解教育は，自
国の国情に応じた理念を模索する時期を経て現在
に至っている。そして，グローバル化が進展した
現在，自国の状況だけではなく，グローバル社会
が直面している諸問題と自国の国情の両者をふま
えて，それぞれ独自の国際理解教育を行うことが
要求されていることである。
２ ）日本における『総合的な学習・探究の時間』は，
身近な生活の課題を探究することを通して，学習
者が市民として積極的に社会問題に関心をもち，
それに関わろうとする意識の育成を重視してい
る。一方，中国における『総合実践活動』は，中
国人の国家的アイデンティティの形成に重点をお
き，国際理解教育が行われている。
　今回の分析は，日中両国の公式な教育課程におけ
る国際理解教育の比較にとどまったが，今後は，実
践レベルにおける両者の比較を通した教育原理の検
討が必要である。
（本研究は，桑原敏典と周星星が共同で企画・遂行
した。）
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む「設計及び生産活動」，「職場体験及びほかの活動」
などに分け，合計152の活動の主題を推奨し，活動
の目的，内容，方法を説明している。表７では，各
学年の学習主題の例をいくつか挙げている。
　各学校段階では，国家視角を中心として，国家的
アイデンティティの形成をめざす総合的な学習の特
質をふまえ，学習者の中国人としての国民意識の育
成を強調する国際理解教育が行われている。中学校
と高等学校では，国際社会に目を向けるような内容
が量的には多くないが提示されている。全体的には， 
義務教育の段階（１−７年）では，学習者の民族意
識，国民意識，愛国心など国家視角の内容が圧倒的
に多い。具体的に，１から２年では，「職場体験及
び他の活動」の項目で，国家視角としての「共青団」
と「共産党」への認識を求めている。３から６年で
は，「伝統祭り」，「故郷」，「故郷の特産物」，「博物館・
記念館・名人の旧居・農業基地」，「愛国主義教育基
地・国家防衛教育基地」，「中国夢」，「司法・立法機
関」などの内容があげられている。中学校の７から
９年の段階では，国家視覚としての「コミュニ
ティー」，「故郷の伝統文化」，「故郷の名人訪問」，「民
族祝日」に関する内容が提示されているほかに，国
際視角の内容として「中国と外国の文化の比較」と
いう内容が提示されている。高等学校の10から12
年では，実践能力を重視した「設計および生産活動」
を除き，国家視角としての「故郷」，「コミュニティー」
と国際視角としての「領土紛争」などの内容があげ
られている。
　以上をふまえて，本稿では，小中高における『総
合実践活動』の内容構成原理を「国家的アイデンティ
ティの形成をめざす総合的な学習」とした。
Ⅵ ．日中の国際理解教育における「国際視角」と「国
家視角」の比較
　最後に，ここまでの日本と中国の国際理解教育に
おける「国際視角」と「国家視点」との比較・分析
をふまえて，両国の国際理解教育の特質について比
較してみよう。日中両国における国際理解教育の展
開の歴史と，『総合的な学習・探究の時間』と『総
合実践活動』との比較をふまえ「国際視角」と「国
家視角」に注目すると，以下の違いがあると言える。
　①両国における国際理解教育は，当初，ユネスコ
の理念を中心として行なわれていた。その後，日本
では，国内の国際化が進むにつれて，「内需型」の
国際理解教育へ転換した。現在では，価値多元化と
グローバル化の発展につれて，ユネスコの「持続可
能な教育」に関する理念を踏まえつつ，自国の多文
化共生という現状に応じた国際理解教育が行われて
きた。中国よりも日本は，グローバル化の急速な進
展にともない，グローバル市民の育成と国民育成と
の間の矛盾が生じ，それぞれの立場の意見の対立が
見られるようになったと言える。
 　一方，中国では，国際理解教育の展開が日本より
も遅く，「文化理解」を中心とした「国際競争力」
の育成を重視しつつ行われてきた。しかし，近年，
グローバル化の進展に伴い，「共生」という概念が
取り入れられ，国際理解教育の内容と方法が多様化
している。
　②日本における文部科学省の小中高の『総合的な
学習・探究の時間』の目的からみると，学習者の課
題探究に関連している諸能力の育成と自己の在り
方，自己認識に関する意識の育成に重点をおいて学
習が展開されている。内容をみると，身近な生活を
通して学ぶことや，学習者の市民意識の育成に重点
をおくことが明らかになった。社会における諸問題
に関心をもたせ，それに関わろうとする態度の育成
を重視する一方で，日本人としての国民意識の形成
に関する内容は少ない。このような学習を通して，
学習者の課題探究に関する諸能力の向上とともに，
自分と社会との関わり，自らの生き方について考え
を深めることができる。この背景には，国民意識の
形成が社会科教育に委ねられているということがあ
る。例えば，桑原敏典・李烨虹（2014）の研究では，
日本の中学校社会科公民的分野の教科書分析を通し
て，愛国心と国際協調のバランスを重視するという
シティズンシップ教育の特質を明らかにしている31）。
　中国における『総合実践活動』の分析を通して，
小中学校段階での国際理解教育は，「国家視角」を
中心として社会主義コアバリューの認識を目的とし
ており，内容構成については，「グローバル市民」
の育成より，国家的アイデンティティの形成をめざ
す特徴があることが明らかになった。中国の社会科
教育においても，蔡は，小学校教科「品徳と社会」
を手がかりに，「愛国主義，自国理解中心，国際情
勢に対する理解などが中心とし，中国の伝統を重ん
じていることがうかがえる。…（中略）…特に，祖
国愛，民族の誇りと外国，異文化との関係性におい
て顕著に現れる」と結論づけている32）。つまり，中
国における国際理解教育は『総合実践活動』を通し
て，国家的アイデンティティの形成を目指した教育
活動として展開しているのである。
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